
公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区

応札・応募者
数

電気通信行政情報システムに
おける本人確認用情報システ
ム用機器等の借入延長

中岡　敬雄
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.9.20
ＮＥＣキャピタルソリューション（株）
東京都港区港南２－１５－３

8010401021784

本人確認用情報システムは、無線従事者免許の発行等、電気通信行政事務の遂
行上、重要なシステムである。当該借入対象機器等は平成28年度に調達したも
のであり、令和６年11月末までに機器更改を実施（総務省ＬＡＮ接続用ファイ
アウォールはGSS運用開始前の令和７年３月末まで利用して更改を非実施）す
るものである。なお、現行機器・ソフトウェアは、現行機器・ソフトウェア賃
貸借事業者の資産であり、本件機器・ソフトウェアを利用するために必要な環
境設定等の情報提供を受け、適切に構築する必要がある。現行機器・ソフト
ウェア賃貸借事業者以外に請け負わせた場合、システムの整合性・互換性を
もった構築が間に合わず、システムの運用に著しい支障が生じる恐れがあるた
め、引き続き利用するためには、現行機器・ソフトウェア賃貸借事業者と随意
契約する必要がある。
会計法第29条の３第5項

4,371,510 4,371,510 100.0%

総務審議官の外国出張に係る日英通訳業
務の請負（ブラジル）

中岡　敬雄
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.9.4
日本コンベンションサービス（株）
東京都千代田区霞が関１－４－２

2010001033161
緊急の必要により、特定の者でなければ当該業務を履行できず、他に競争を許さないため
（会計法第29条の３第４項）。

4,978,000 4,978,000 100.0%

令和６年度固定型遠隔リモート型電波監
視装置設置の請負

中岡　敬雄
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.9.9
（株）エーオーアール
東京都台東区三筋２－６－４

6010501001754

本請負は、特別電波監視業務のために購入した「遠隔リモート型電波監視装置」につい
て、平時の電波監視業務に使用するための設置業務等を請け負わすものである。
　当該装置は、株式会社エーオーアールが総務省が実施する電波監視業務用に開発した特
注品であり、当該装置の設置においては、その機器構成や内蔵ソフトウェア等について熟
知していることが必須である。
　したがって、当該装置の開発メーカーである株式会社エーオーアールのみが当該装置の
設置が可能であり、同社以外には実施不可能なことから、同社と随意契約を行うものであ
る。
　なお、本件調達に当たっては、より一層の透明性と競争性を確保するため、事前に対応
可能な者を公募しているが、公募の合格者は株式会社エーオーアールのみであった。

14,985,661 14,985,661 100.0%

地方税電子申告サービスに係る総合行政
ネットワーク接続設定

中岡　敬雄
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.9.19
地方公共団体情報システム機構
東京都千代田区一番町２５

3010005022218
行政専用のネットワークであるＬＧＷＡＮ（総合行政ネットワーク）は、都道府県協議会
の決定により地方公共団体情報システム機構が運営主体とされており、ＬＧＷＡＮ-ASPを
使用する場合は当該法人と契約を行う必要がある。

1,072,500 1,072,500 100.0%

「地域おこし協力隊の戦略的広報」に係
る総合企画・運営の実施の請負

中岡　敬雄
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.9.26
（株）カヤック
神奈川県鎌倉市御成町１１番８号

7021001010079
公告による企画案募集の結果、契約相手方の提案内容が最も優秀なものとして選定された
ものであり、価格競争による契約相手方の選定になじまないため。

79,000,000 79,000,000 100.0%

電波監視業務遂行関係機能の調査分析作
業等の請負

中岡　敬雄
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.9.2
日本電気（株）
東京都港区芝５－７－１

7010401022916

本件は、日本電気株式会社が構築した遠隔方位測定設備等に対し、電波監視業務遂行関係
機能の調査分析を実施するものである。本件を実施するには現行設備の構成や設備の詳細
を把握していることが必須である。日本電気株式会社は当設備を開発・製造し、保守運用
を行ってきた実績があり、日本電気株式会社以外が実施した場合には、正確な調査分析を
行えず、互換性について著しい支障が生じるおそれがあることから、同社と随意契約を行
うものである。

60,720,000 60,720,000 100.0%

令和６年度における総務省生成AI実証環
境の提供

中岡　敬雄
総務省大臣官房会計課企画官
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.9.11
（株）ＦＩＸＥＲ
東京都港区芝浦１丁目２番３号

1010401084788

本件について、複数事業者に履行可能かヒアリングを行ったところ、１者のみから履行可
能との回答があった。その上で、透明性、競争性を確保するため履行可能な事業者を公募
したところ、履行証明書の審査の結果、履行可能な事業者は１者のみと認められたため、
当該者との随意契約とするものである。

5,621,000 5,621,000 100.0%

令和６年度「電波資源拡大のための研究
開発」のうち「近接化・稠密化するモバ
イル通信機器間における不要電波の解
析・抑制技術の研究開発」

阿南　哲也
総務省大臣官房会計課長
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.9.19
（株）国際電気通信基礎技術研究所
京都府相楽郡精華町光台２－２－２

3130001036705

本件は広く公募を行い、外部専門家及び外部有識者で構成される評価会における評価に基
づき、国が委託すべき対象として選定した研究開発実施機関と随意契約を行うものであ
る。
　なお本研究開発は４カ年計画の初年度に当たるものであり、令和６年５月に開催された
当該評価会において、外部有識者及び外部専門家が実施状況等の評価を行った結果、実施
計画のとおり研究を実施することが適当との判断であったため、当該機関と契約を行うも
のである。

150,237,192 150,237,192 100.0%

公益法人の場合
備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにその所属

する部局の名称及び所在地
契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の役員

の数
法人番号

様式２－４



令和6年度「主権者教育」優良事例普及推
進事業

阿南　哲也
総務省大臣官房会計課長
東京都千代田区霞が関２-１-２

R6.9.2
静岡市
静岡県静岡市葵区追手町５－１

8000020221007

本件は、都道府県・市区町村選挙管理委員会が総務省の委託を受けて実施する、主権者の
発達段階に応じた取組、地域の機関の協力による長期的計画の策定、出前授業等における
部局横断的・広域的・組織横断的な取組などについて、その手法や効果を他の選挙管理委
員会等に周知・普及することにより、全国的な主権者教育の充実につなげていくものであ
る。
　そのため、単純に価格競争のみで委託先を選定できるようなものではなく、提案内容や
事業計画、実施体制も総合的に判断して委託先を選定する必要があるため、随意契約でな
ければならない。

996,000 996,000 100.0%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。
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